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４

職員による水質検査 職員による浄水場の運転操作

安全な水の供給

０１

２ 水質管理の徹底

１ 水源水質の保全

神崎浄水場配水池の耐震化等改修工事

淀川採水

水質検査
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本市の水源・施設概要

本市の水源
淀川（最下流域）から９９％

０１ １ 水源水質の保全

水道 工水

琵琶湖・淀川水系の
水質保全・監視

１企業団５市共同

一津屋取水場

三市共同

園田配水場

神崎浄水場

柴島取水場

阪神水道

尼崎浄水場

阪神水道

猪名川浄水場

阪神水道

大道取水場

阪神水道

淀川取水場

兵庫県営水道

多田浄水場

野間
ポンプ室

淀川

９９％

猪名川
１％

一

園

柴神

大

猪

尼

淀

野

１日平均配水量

（R5年度）

146,251㎥/日

淀川（阪神水道）

83％（121,217㎥）

淀川（神崎浄水場）

１６％（23,989㎥）

猪名川（県営水道）

１％（1,045㎥）

重
要



湖沼・貯水池
（かび臭）

ゴルフ場・農場
（農薬等）工場等

（有害物質）
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【国・府県・市・保健所等】

水質汚濁防止法に基づく水質測定のほか、

独自に測定を実施

水質の測定・監視

【国・府県】

・国による排出抑制指針の制定

・各府県による立入検査や排水管理体制の指導等

工場排水等の規制

【国】

農薬に係る暫定指導

水質汚濁の防止

【滋賀県・京都府】

・水質保全に資する事業

・工場の排水対策、生態系の

保全、地域住民等の水源保護など

湖沼の水質保全

水源保全対策

■水源事故の発生件数の推移（淀川水系）
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■BOD（水の汚濁指標）の推移（淀川 鳥飼大橋）
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出典：BYQ水環境レポート資料編（R4)

出典：令和５年度 琵琶湖・淀川水系の水質調査報告書

淀川水質協議会を通じて、国や上流関係機関との情報共有や意見交換を行い、水質の保全に取り組んでいる。

０１ １ 水源水質の保全

水道 工水



木津川

宇治川

桂
川

 水源水質事故時の情報伝達訓練

 淀川上流の環境部局と異常時の対応や課題について

意見交換

情報伝達訓練・淀川上流機関との意見交換

 水源での汚染源対策等に対して関係省庁

間での連携強化

 有機フッ素化合物への対応

 危機管理対策強化の施策推進

水源水質保全に関する要望活動

水質基準項目、農薬、かび臭物質、有機フッ素化合

物、放射性物質の調査

定期水質調査（琵琶湖及び淀川本川）
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前期の取組

水源水質

調査

危機管理

意見交換

国への

要望活動

 近年、水質は改善されてきているものの、富栄養化に伴うアオコや異臭味のほか、冬季のかび臭が検出が課題となっている。

 引き続き、淀川水質協議会等の取組を通じて、連携して水道水質の保全に取り組む。

０１ １ 水源水質の保全

水道 工水

京都府

滋賀県

琵琶湖

大阪府

淀川
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４

職員による水質検査 職員による浄水場の運転操作

安全な水の供給

０１
１ 水源水質の保全

２ 水質管理の徹底

神崎浄水場配水池の耐震化等改修工事

淀川採水

水質検査
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水源水質調査

 水源水質調査（毎月１３箇所）（淀水協全体）

 水質事故等発生時の水質試験

法定検査に準じて水質試験

 原水と着水の水質試験（法令に基づく）

 浄水処理工程の水質試験

水道法に基づく水質検査

 定期・臨時の水質検査（水道法）

 市内５地点で常時監視

 管路通水水質検査・漏水調査等

水源（琵琶湖・淀川） 浄水場（浄水処理工程） 給水栓（お客さま）

水質検査・水質試験
０１ ２ 水質管理の徹底

水道 工水
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尼崎浄水場

神崎浄水場

猪名川浄水場野間ポンプ室

水質自動監視装置による検査

 市内５ヵ所に設置
 残留塩素・濁度・色度を常時監視

じゃ口採水による検査

 市内１６ヵ所を設定
 水質基準項目（５１項目）の検査

水源からじゃ口まできめ細やかに検査

配水・給水における水質管理

異常発生時には直ちに対応可能

水質検査地点

０１ ２ 水質管理の徹底

水道 工水



9

これらの項目が自己検査できるため、水質事故等異常発生時には迅速に対応可能

水質基準

項目

水質管理目標

設定項目

独自検査項目

放射性物質測定

26項目

51項目

２９項目

3項目

水質検査項目

いずれも国の基準値を大きく下回る合計 １０９ 項目

水質検査結果（R5年度）水質基準

総トリハロメタン
（発がん性物質）

ジェオスミン
２－MIB
（かび臭）

濁度

基準値

17％
以下

10％
以下

0.5％
以下

水道 工水

０１ ２ 水質管理の徹底

0.1mg/ℓ

10ng/ℓ

２度
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前期の取組①

3
5

1

4

1

3件

6件

1件

4件

R2 R3 R4 R5

場内 配水

水安全計画の継続的な見直し

 過去（R2～R5）の危害事象発生件数（レベル３以上）

水質基礎研修の実施

・水質に関する基礎知識（講義）
・濁度、色度標準液を使った目視検査（実習）

 使っていない管理対応マニュアルの形骸化

 管理対応マニュアルの周知不足

課
題

 管理対応マニュアルの定期的な見直しを実施

 新たな危機事象に対応したマニュアル作成とその

周知徹底

改
善

 工事現場での水質確認は、一定の知識と経験が必要

 経験の少ない職員への技術継承

課
題

 土木職職員を中心に講義、実習を含めた水質基礎研

修を実施し、職員の技術力のアップを図る

改
善

・台風等による濁度上昇（１３件）
・夏場の臭素酸上昇（１件）

・瞬間停電による水質悪化

既存マニュアルで対応

新規マニュアル作成

水道 工水

０１ ２ 水質管理の徹底

 研修内容（土木職員等）
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前期の取組②

 水質検査の精度を確保し、検査結果の

信頼性を保証するため、水道GLPの認

定を４年ごとに受審

 水質検査結果が適正かつ検査における

品質管理と技術力が高い水準にあると

認められた

※（社）日本水道協会が定めた水道の水質検査に特化した品質保証の基準

 国、県とも良好な結果であり、第 1 群に分類された。

（統一試料の測定精度が統計分析で良好かつ水質検査の実施体制

に疑義がないと判定された。）

令和２年
認定

令和６年
認定

水質検査技術の維持・向上に努めるため、水道
ＧＬＰの認定更新など、今後も継続的に行う。

※国・県が実施する水質検査の外部精度管理

水道GLPの認定更新

外部精度管理の統一試料調査

R3 R4 R5 R6
(速報値）

第 群 第 群 第 群 第 群

 検査技術やノウハウをマニュアル化
し、収集・蓄積

 業務を標準化し、水質職員の知識の
底上げ

 教育の機会として創出

人材育成の促進
技術力の向上

こうした取組を継続することにより・・・

後期の取組

水道 工水

０１ ２ 水質管理の徹底
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新たな課題への対応①

有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）への対応  国は令和2年に水質管理目標設定項目として「PFOAとPFOSの合計で1

リットルあたり50ナノグラム以下」という「暫定目標値」を定めた。

 淀川（鳥飼大橋右岸側）におけるPFOS＋PFOAの直近３ヵ年平均値（R3

～R5）は、7ng/ℓである。

 国の動向の把握、原水の監視強化

 粒状活性炭の更新頻度の検討

対
応
策

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ R５

７ng/ℓ ５ng/ℓ ６ng/ℓ 5ng/ℓ
未満

本市水道水の直近の検査結果（PFOS＋PFOA）

国の動向を注視しつつ、安全性が確保できるよう原水の監視を強化し、必要に応じてPFAS
を低減できるよう、適切な対応を講じる。

 PFOS＋PFOAの検出状況
（淀川 鳥飼大橋右岸）

20

14 14

12

6

9
8

6

H24 H25 H26 H27 R2 R3 R4 R5

後期の取組

水道 工水

０１ ２ 水質管理の徹底

(ng/ℓ)

年4回測定の平均値
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新たな課題への対応②

気候変動などによる変化への対応

 浄水管理の強化

 上流域との密な水質情報交換

対
応
策

 原水水質変化への対応淀川の水温は４０年間で１．５℃上昇している。

 この影響をうけ、河川中の生物相が変化し、冬場の低水温期でも、カビ臭

の発生がみられる。

 低水温のためオゾン処理性が悪く、低濃度でも処理が難しい。

水質モニタリング等による緊急時の水質管理や浄水管理を強化する。

直近の検査結果（かび臭物質）

後期の取組

ジェオスミン

基準値

10％
以下

２－MIB 10％
以下

水道 工水

０１ ２ 水質管理の徹底

40年間で

1.5℃上昇

10ng/ℓ

10ng/ℓ

 水温偏差（℃）
（淀川 枚方大橋左岸）

出所：大阪市水道局 日本水道協会関西地方支部第６７回研究発表



14

４
神崎浄水場（再整備事業完成イメージ）

職員による水質検査 職員による浄水場の運転操作

防災・減災対策（公助）

０２

２ 業務継続計画の運用

１ 施設や管路の防災対策

神崎浄水場配水池の耐震化等改修工事



基本事項
０２ １ 施設や管路の防災対策

本市の防災・減災対策の考え方 ～リスクコミュニケーションによる地域防災力の向上を目指して～

水道 工水
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防災対策 ： 施設の耐震化、配水ブロック化 など

減災対策 ： 応急給水拠点整備、BCP など

応急給水拠点の設営

訓練参加など
水の備蓄促進など

情報公開

啓発活動 など

応急給水拠点の整備

訓練開催 など

上下水道部の取組み

市民、企業等の取組み

公
助

自
助

共
助

広域かつ大規模災害リスクの高まり

・交通網や通信の途絶

・上下水道部自身の被災

公助だけでは限界がある

■取り巻く背景

■考え方

本市の防災・減災対策

リスクコミュニケーションによる
地域防災力の向上
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施設の耐震化の取組 水道

施設の耐震化状況 （神崎浄水場再整備）

■神崎浄水場再整備事業による
浄水・配水機能の強靭化（再掲）

神崎浄水場再整備事業および阪水施設整備によって、次期ビジョン早期に浄水・配水施設の耐震化が完了

工水

◆耐震化
最大規模の地震（震度７）に対応

◆浸水対策
計画規模の浸水（対象降雨1/200）に対応

◆停電対策
停電時でも配水機能を維持（12時間分）

◆渇水対策
既往最大規模の渇水に対応

■浄水・配水施設の耐震化率 ※本市自己施設および阪水施設

０２ １ 施設や管路の防災対策
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管路の耐震化の取組 水道

施設の耐震化状況 （配水管）

【出典】 水道事業ガイドラインに基づく業務指標（令和２年度）
・兵庫県と大阪府の中核市（10市）及び隣接市（大阪市、伊丹市）と比較
・平均値は人口30万人以上65万人未満の４５市町の数値

■管路耐震化率（水道事業）

50.0％
53.5％ 55.2％

64.5％

75.2％

90.1％

30
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R2 R6 R11

R10 国土強靭化目標
基幹管路60％

基幹管路

重要給水施設管路
(90％)

(55％)

※下段括弧は期末目標値

工水

■管路耐震化率（工業用水道事業）

基幹管路の耐震化 ➡ 計画どおり進捗 （近隣事業体と比較し高水準で推移 国の国土強靭化目標を概ね達成見込み）

重要給水施設管路※の耐震化 ➡ 計画どおり進捗

51.0

47.2

44.5

40.6

34.4

34.4

33.3

24.1

23.2

19.4

15.5

11.3

0 50

豊中市

尼崎市

吹田市

大阪市

西宮市

東大阪市

高槻市

枚方市

姫路市

寝屋川市

伊丹市

八尾市

明石市

（%）

50.0%尼崎市

高い方が良い

※災害時の指定避難所や医療機関などへ至る管路

０２ １ 施設や管路の防災対策

60.0％
［将来廃止管※除く］

※ 周辺の基幹管路更新時のバックアップ機能を
有する管路もあるが、将来的に廃止する基幹管路

64.3％ 65.2％
70.3％
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40
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60
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100

R2 R6 R11

基幹管路

R7 国土強靭化目標
基幹管路60％
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１企業団５市共同

一津屋取水場

三市共同

園田配水場

神崎浄水場

柴島取水場

阪神水道

尼崎浄水場

阪神水道

猪名川浄水場

阪神水道

大道取水場（３系統）

阪神水道

淀川取水場（２系統）

兵庫県営水道

多田浄水場

江口取水場

江

一

大

柴

淀

神

尼

園猪

野野間ポンプ室

３箇所で導水管を連絡

（１箇所はビジョン前期で新規接続）

 本市は淀川からの導水管を３系統保有しており、阪神水道も導水管を５系統保有

➡ 導水管が近接する箇所で導水連絡管を３箇所整備済み ➡ 取水・導水機能を多重化し様々なリスクに対応

取水・導水機能の多重化 水道 工水

０２ １ 施設や管路の防災対策
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配水管網のブロック化 水道

配水本管を機能別（幹線・準幹線）に分類

配水区域を２０ブロックに分け、災害時に早期に水圧を確保

工水

配水ブロック化のイメージ

配水ブロック化によって
災害時の断水範囲を局所化

配水ブロック化について 配水幹線網と配水ブロック

配水幹線

配水準幹線

ブロック境界

野間ポンプ室 猪名川浄水場

尼崎浄水場

神崎浄水場

０２ １ 施設や管路の防災対策
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配水管網のブロック化 水道

前期の取組状況

若手職員を中心に

実施手順・課題・効果を検討

０２ １ 施設や管路の防災対策

工水

■ブロック化検討会の開催

1 2
3

4

5

6

7
8

9
10

11

12
13

14

15

16

17

18

19

20

20ブロックのうち

１３ブロック完了

■配水ブロック化の実施

(R5末時点）

 末端水質の悪化

（残留塩素の低下、pHの上昇など）

 水の流れの変化による濁水発生

 滞留水対策の実施

 計画洗管の実施

課 題 取 組

実施手順

課題効果
6
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配水管網のブロック化 水道

後期の取組

ブロックごとの特性を把握

（給水人口、耐震化延長、標高、重要給水施設など）

０２ １ 施設や管路の防災対策

工水

ブロックごとの特性にあわせた災害対策を検討、実施

計画から実施まで職員が自ら考え行動

職員の人材育成と技術継承に寄与

■ブロックごとの災害対策の運用開始
計画洗管のイメージ

閉止

今までの水の流れ

水の流れの変化

濁水発生リスク

消火栓排水

消火栓排水

消火栓排水

消火栓排水

影響範囲

境界バルブ閉止による影響範囲の検討（流向・流速変化等）

境界バルブ閉止前に夜間作業にて計画洗管（消火栓排水）

分岐管

配水本管

ブロック境界

4年間 延べ175人で実施
濁水苦情 0件

配水ブロック化

■水圧監視装置の設置

平常時 ブロック内の水圧管理

災害時 水圧状況の早期把握

水圧監視装置の設置

◆計画洗管の実施
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防災・減災対策（公助）

０２
１ 施設や管路の防災対策

２ 業務継続計画の運用

令和5年度関西地方支部合同災害訓練



大規模災害等においても優先業務を継続すると
ともに、ライフライン機能の早期回復を図る

「上町断層帯地震」を想定

業務継続計画（BCP）の概要
０２ ２ 業務継続計画の運用

目的及び特徴

水道 工水
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(※1)地震調査研究推進本部資料（文部科学省）より

水道班

（統括）

管路班

（管路復旧）

浄水班

（施設復旧）

給水班

（応急給水）

尼崎市地域防災計画

◎全体計画

尼崎水道BCP

（下位計画）

●応急給水計画

●応急復旧計画

●施設復旧計画

各班個別マニュアルを運用

地震名称 上町断層帯地震
(参考)

能登半島
地震（R6.1.1）

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ M7.5 M7.6

最大震度 震度７ 震度7

30年発生確率 2～3％ －

配水管被害件数
上水

394件
工水
4件 190件

配水管被害率 0.39件/km 0.07件/km 2.66件/km

(被害想定) (被害想定) (能登町被害実績)

(被害想定) （被害想定) (能登町被害実績)

(※2)国土交通省資料より

本市の被害想定の概要

(※1)

(※2)



業務継続計画（BCP）の概要

復旧の流れ

水道 工水
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避難施設

緊急
遮断弁

耐震性緊急貯水槽

専用
耐震管

発災～3日
1次給水

4日～20日
2次給水

21日～28日
3次給水

応急給水拠点
(水の運搬距離=1km)

給水車へ補充

医療施設応急給水栓

閉める

10日以内に復旧

受水槽へ

28日以内に復旧

耐震管

非耐震管

被災箇所

仕切弁

浄水場

ブロック単位で復旧

閉める

給水車

3次給水2次給水1次給水

4日～21日発災～3日

（配水管） （給水管）

短縮

０２ ２ 業務継続計画の運用



前期の取組

これまでの取組と成果

水道 工水
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尼崎市防災総合訓練との連携や災害派遣を通じて、業務継続計画（BCP）の改善、強化に努めた。

０２ ２ 業務継続計画の運用

業務継続計画（BCP）改善

・水道BCP独自訓練による個別計画の改善
・マニュアルの整備（情報伝達・台風接近・応援）
・協定の締結（資機材）

災害派遣

・R3 六十谷水管橋崩落事故（和歌山市）
・R4 三田浄水場水質事故（三田市）
・R6 能登半島地震（穴水町・能登町）

各種訓練

・尼崎市防災総合訓練との連携
・日水協兵庫県支部合同災害訓練
・近隣市との相互連絡管合同訓練
・リスクコミュニケーション（医療機関・工水ユーザー）



前期の取組

水道BCP独自訓練による個別計画の改善

水道 工水
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各班長主導のもと独自訓練を実施

水道班

（統括）
管路班

（管路復旧）

浄水班

（施設復旧）

給水班

（応急給水）

各班個別計画へ反映
班長
会議

独自訓練

改善振り返り

タイムライン詳細版の作成と議論

前回
訓練

・災害時にどう動けばよ
いかの具体内容がわか
りにくい

・給水車の運転及び
給水タンクの組立経
験がある職員の不足

・能登半島地震で取水
施設の重要性を再認識組立式給水タンクの

組立及び給水拠点開設

給水車の運転
及び水補給

取水施設の復旧訓練

シミュレーション訓練

課題

課題
課題

課題抽出

・状況に応じた対応力の
強化

課題

０２ ２ 業務継続計画の運用



前期の取組

尼崎市防災総合訓練との連携 （令和6年度訓練テーマ：受援体制の確立）

水道 工水
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デジタルツールの活用

近隣事業体が給水車で参加
デジタルツール（kintone）の活用

令和6年度尼崎市総合防災訓練

応援要請

受付 指示内容連絡

Kintone

西宮市・阪神水道企業団
による応急給水の実施

０２ ２ 業務継続計画の運用
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前期の取組

リスクコミュニケーション（医療機関）

水道 工水

（市内２３の医療機関）

緊急連絡先
断水（水圧）確認方法
給水車経路・停車位置の確認

上下水道
庁舎

（公営企業局）

受水槽位置の確認

経路の確認

受水槽

給水車
停車位置

０２ ２ 業務継続計画の運用
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リスクコミュニケーション（工水ユーザー）

水道 工水前期の取組

災害時を想定した情報共有

尼崎市

（公営企業局） （工水ユーザー）

施設の被害情報事故の状況報告

０２ ２ 業務継続計画の運用



・派遣前は不安であった
・派遣期間は体力面・精神面を考えると
１週間程度が丁度良かった
・感謝の声をもらい、やりがいを感じた

石川県能登半島地震（令和６年1月）

災害派遣を通じた職員の意識向上

水道 工水
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◆漏水調査

◆応急給水

◆パッケージ支援
水道の大切さや施設の耐震化等の日頃
取り組んでいる業務の重要性を再認識

職員のモチベーション
アップにつながった

応急給水

（R6年 2月）

漏水調査

(R6年1月)

パッケージ支援（修繕業者帯同）

(R6年3月)

災害派遣

災害派遣を通じて…

アンケート結果

０２ ２ 業務継続計画の運用



石川県能登半島地震（令和６年1月）

災害派遣での気づき

水道 工水
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穴水町の復旧の時系列
被災直後 職員にて、大きな漏水や陥没に臨機応変に対応

3日後
・配水拠点の確認
・幹線の漏水調査開始

7日後
・幹線の一部に通水
・調査作業の拡大

14日後
・給水エリアの整備を一部開始
・幹線への通水拡大

21日後
・重要給水拠点への生活用水の給水
・給水可能エリア及び幹線への通水拡大

28日後 一部地域で、断水解除

60日後 全地域で、断水解除

・漏水調査を実施するためには、各家庭の給水管
での漏水を止水栓で止める必要があり、穴水町
職員・ＯＢにて全戸メーターにて止水して回った

・上野浄水場では12日間の取水停止が発生した

・図面、バルブの開閉状況の整理ができていない

・ポンプ場へのルート（道路）の寸断があった

・現地の修繕業者の不足

◆配水拠点の重要性(取水施設～配水池）
◆図面管理の重要性
◆バルブの操作状況の把握
◆宅地内漏水対応（給水装置2次側）
◆受援体制の確立

修繕完了件数 ： 43件
実施日数 ： 14日間

（3件/日）
断水解消戸数 ： 152戸

能登町でのパッケージ支援実績

復旧における課題

０２ ２ 業務継続計画の運用



石川県能登半島地震（令和６年1月）

災害時の管路管理システムの活用

水道 工水
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システムを活用することで…

◆現場での作業状況をリアルタイム共有

◆アイコンによる対応状況の可視化

◆メール等使用せず画像・動画等のデータ共有

０２ ２ 業務継続計画の運用



後期の取組

復旧日数の短縮を目指して

水道 工水

33

計画の改善

訓練 災害

・水道BCP独自訓練の継続

・他事業体等との訓練を継続
・リスクコミュニケーションの継続

各班が訓練・計画改善のPDCAに取り組み、より実効的な計画に改善するとともに、業務継続体制の維持向上を図る。

より実効的な計画へ

復旧日数
の短縮

●災害応援等による経験
●水道BCP独自訓練等で得られた課題の反映
これらに取り組んでいくことで…

・災害派遣を通じた意識向上（人材育成）

復旧日数：２８日 → ２１日以内を目指す

０２ ２ 業務継続計画の運用
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４

職員による水質検査 職員による浄水場の運転操作

防災・減災対策（共助・自助）

０３
１ 市民や地域との連携の充実

神崎浄水場配水池の耐震化等改修工事

小学校での応急給水訓練

緊急貯水槽を使用した訓練
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応急給水方法
拠点数
（予定）

第一次給水
発災から３日

第２次給水以降
４日目以降

－  災害時に備え、１人あたり１日３ℓの水の備蓄

 浄水場でつくった水道水を一時貯留

 災害時に水を貯めておくことができるタンク
型の水道管

 １００ｔの水を飲料水として確保

（１日３ℓ/人の場合、約10,000人×３日分の水
を確保）

 耐震性の高い配水本管と直結
 水の運搬距離が1km以内になるよう整備

 避難所となる小中学校などに設置

－  指定医療機関への運搬給水
（他事業体から応援があった場合、指定避難所等へ運搬給水）

３
ヵ所

７
ヵ所

２４
ヵ所

４６
ヵ所

自
助

公
助

共
助

応急給水活動の概要

備蓄水

浄水場

耐震性
緊急貯水槽

応急給水栓
（本管）

応急給水栓
（支管）

給水車

０３ １ 市民や地域との連携の充実

水道 工水
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応急給水拠点

応急給水拠点

応急給水栓

給水栓

地震に強い配水管

ベンチ型倉庫

■応急給水栓開設イメージ

３か所 整備完了

７か所 整備完了

２４か所

浄水場

耐震性
緊急貯水槽

仮設給水栓
（本管）

仮設給水栓
（支管） 整備予定

整備完了

３２か所

１４か所

整備完了

応急給水拠点の整備状況

簡便な方法で開設が可能

水道 工水

（令和6年9月末時点）

合計 ８０か所

０３ １ 市民や地域との連携の充実

水の運搬距離

１ｋｍ以内

・・・

・・・

・・・



333 人 121 人 260 人

1361 人
1494 人

4 回
5 回

4 回

20 回
19 回

0 回

5 回

10 回

15 回

20 回

25 回

30 回

0 人

500 人

1000 人

1500 人

2000 人

2500 人

3000 人

3500 人

R1 R2 R3 R4 R5 R6（見込）

実施回数

30回

参加人数

3,000
人
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応急給水栓を使用した訓練

緊急貯水槽を使用した訓練

学校・地域住民との訓練

■ 訓練実施回数・参加者数 ■ 訓練実施済み応急給水拠点数

3927

実施済未実施

か所 か所

訓練が未だ実施できていない応急給水拠点において、訓練が可能となるための方法（地域へ
のアプローチ等）を検討した上で、実施を確実なものとしていく。

後期の取組

応急給水訓練の実施

水道 工水

０３ １ 市民や地域との連携の充実
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情報媒体を活用した広報

年２回全戸配布し、応急給水拠点
の周知や水の備蓄を啓発

広報紙の発行 ホームページへの掲載 SNSの活用

SNS（エックス）により、
災害関連情報等を配信

応急給水拠点

マークのPR
台風前の注意喚起

Youtube動画配信

（仮設給水栓操作手順）

ホームページに仮設給水栓の操
作手順を動画で紹介

前期の取組

水道 工水

０３ １ 市民や地域との連携の充実
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前期の取組

イベント・訓練等での啓発

パネル展示により、重要性を認識して
いただくことで災害への備えを促進

防災グッズの配布 チラシ等の配布

防災グッズとしてボトル水や
携帯トイレ等を配布し、備蓄を啓発

備蓄水の啓発や応急給水栓の
設置方法の周知

パネル展示

水道 工水

０３ １ 市民や地域との連携の充実
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応急給水拠点の認知度

知らない
64.8％（914件）

応急給水拠点

認知度

聞いたことはある

22.5％（317件）

知っている

１２.７％（179件）

現状と課題

13%

39%

48%

備蓄している

（９L以上）

備蓄している

（９L未満）

備蓄していない

災害に備えた水の備蓄状況

水道に関するアンケート調査結果 （対象：1,410件 実施：R6.１月）

水道 工水

 応急給水拠点の認知度は、具体的に場所まで知っている人が約１割と認知度が低く、備蓄状況についても、半数近くが

水を備蓄しておらず、備蓄率が低い状況にある。

 広報紙やイベント等で周知、啓発しているものの、十分には伝わっていないことが課題である。

０３ １ 市民や地域との連携の充実
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効果的かつ有効的な広報のためには、あらゆる手段を活用した積極的な広報が重要

後期の取組

情報媒体の活用 ホームページ・SNS等の活用 イベント・訓練による啓発

 広報紙の内容充実

 工事ビラの活用

 災害用パンフレットの作成・配布

■工事ビラに応急給水拠点箇所を表示

 ホームページの内容を充実し、災害

関連情報の認知度を向上

 SNSや防災情報伝達システム等を

通じた、災害時の迅速な情報発信

 WEBアンケートを実施により応急給

水拠点の認知度を向上

 通年のイベントのほか、各地域の

まつり等への積極的な参加

 応急給水拠点場所や設置手順を

確認できるようQRコードを活用

■防災情報伝達システムによる情報伝達 ■応急給水拠点

水道 工水

０３ １ 市民や地域との連携の充実
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